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少年法の適用年齢の引下げに反対する会長声明 

  

２０１５年（平成２７年）６月２６日 

 

                      兵庫県弁護士会 

会 長   幸  寺   覚 

 

〈声明の趣旨〉 

 当会は，少年法の適用年齢を１８歳未満まで引下げることに反対する。 

 

〈声明の理由〉 

１ 与党・自由民主党は，先般の公職選挙法の選挙権年齢の改正に伴い，党内の特命委

員会において，少年法の適用年齢を１８歳未満まで引下げることを内容とする少年法

の改正を検討しており，今国会会期中にも結論の方向性が示される見通しであると報

じられている。 

２ しかし，法律の適用年齢は，それぞれの法律の立法趣旨や目的を踏まえて，個別具

体的に検討する必要がある。選挙権年齢が引下げられたからといって，少年法の適用

年齢をこれと同一にしなければならない必然性はない。 

  そもそも，少年法は，未だ心身の発達が十分ではなく，環境その他の外部的条件の

影響を受けやすい若年者に対しては，刑罰を科するよりも保護処分によって教化を図

るほうが更生に資するという保護主義の観点から定められたものである。一方，公職

選挙法は，国民主権を実現するための選挙制度を確立し，選挙が公明かつ適正に行わ

れることにより民主政治の健全な発展を期するために定められたものである。このよ

うに，両法はその立法趣旨や目的が全く異なるのであるから，それぞれの適用年齢が

相違することは当然のことである。むしろ，両法を関連付け，選挙権という名の「権

利」を与えることの代償として、刑事手続において成人と同様の「責任」を負わせる

べきであるといった議論は，両法の立法趣旨や目的を正解しないものである。  

３ なお，少年法の適用年齢を引下げるべき根拠として，続発する少年事件，とりわけ

凶悪事件に対処する必要があるという意見もある。 

しかし，我が国における少年非行件数を概観するに，少年刑法犯の検挙人員は，昭

和５０年代後半の約２０万人をピークとし，平成１６年以降は一貫して減少し，平成

２６年には５万人を割るに至っている。また，殺人，強盗，放火，強姦等の少年の凶

悪犯罪についても，ピーク時の昭和３０年代半ばには約８０００人が検挙されていた

ところ，その後大幅な減少に転じ，近時の１０年に限っても，検挙人員は，平成１７

年の１４４１人から，平成２６年にはその約２分の１である７０３人にまで減少して

いる。このように，客観的データに鑑みれば，少年刑法犯，また，少年の凶悪事件は

むしろ減少傾向にあるのであり，続発する少年事件とりわけ凶悪事件に対処するため

適用年齢を引下げるべきであるという見解は，根拠が認められない。 

それにもかかわらず、少年法の適用年齢を１８歳未満に引下げてしまうと，現在家

庭裁判所が対応している少年のうち実に約４割を占める１８歳，１９歳の少年につい
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て，保護処分がなされないため，少年の資質・生育環境に十分な配慮がなされないま

ま、刑事手続上の処分もしくは不処分が決定されることとなる。これでは，１８歳，

１９歳の少年に対して，これまで行われてきた，更生に向けた現行の処遇が大きく後

退する。 

加えて，少年の凶悪犯罪への対処については，すでに少年法の改正により立法的な

措置が講じられている。すなわち，平成１２年少年法改正により，行為時１６歳以上

の少年が，殺人や傷害致死等の故意の犯罪行為により被害者を死亡させた場合は，原

則として，成人と同様に公開の法廷で行われる裁判員裁判を経て刑事処分を受けると

され，また，平成２６年少年法改正によって，少年に科す刑罰の範囲も拡大されてい

る。このように，少年の凶悪事件については，少年法の適用年齢を引き下げずとも，

事案の性質及び被害感情を踏まえて，適切な処分をなしうる法制度となっているので

ある。 

４ 以上，今般の少年法の適用年齢の引下げの議論は，少年法の立法趣旨や目的に反し

ており，かつ，立法事実が存在しないばかりか，有効に機能している現行少年法制を

覆すものであり害悪が大きいから，当会はこれに反対するものである。  

以上 

 

 


